
平成３０年２月県議会定例会質問（代表）要旨 （２月２６日）

１－１

日 本 共 産 党 １３番 吉 田 英 策

要 旨 答 弁 者 担 当 課

一 憲法９条改定について 知 事 政 策 調 査 課

憲法９条改定の国会発議に反対すべきと思うが、知事の考

えを尋ねたい。

二 核兵器禁止条約について 〃 〃

使える核兵器の開発につながりかねない核戦略見直しに反

対するなど、核兵器廃絶を国に訴えていくべきと思うが、知

事の考えを尋ねたい。

三 防災対策について

１ 県内の常時観測火山について、有人観測も含めた監視体 危機管理部長 災 害 対 策 課

制の強化を国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねた

い。

２ 県は、トンネルや橋りょうの長寿命化対策にどのように 土 木 部 長 道 路 管 理 課

取り組んでいくのか尋ねたい。

四 原発事故収束と「原発ゼロ」について

１ 東京電力会長の「この先２０年で使用できそうな原発は 知 事 エネルギー課

柏崎刈羽と福島第二」、「原子力を何らかの形で残してお

く必要があるのではないか」という発言に抗議するととも

に発言の撤回を求めるべきと思うが、知事の考えを尋ねた

い。

２ 東京電力に福島第二原発の廃炉を決断させるためにも、 企画調整部長 〃

県民の総意を示す県民集会を開催すべきと思うが、県の考

えを尋ねたい。



１－２

要 旨 答 弁 者 担 当 課

３ エネルギー基本計画の見直しに当たっては、原子力や石 知 事 エネルギー課

炭火力をベースロード電源とせず、再生可能エネルギー中

心に改めるよう国に求めるべきと思うが、知事の考えを尋

ねたい。

４ トリチウム水については、漁協や地域住民など関係者の 危機管理部長 原子力安全対策

合意のないままの海洋放出は許さない立場を貫くべきと思 課

うが、県の考えを尋ねたい。

５ 原発の廃炉作業に従事してきた全ての労働者に対し、定 〃 〃

期的ながん検診などの健康管理を行うよう国に求めるべき

と思うが、県の考えを尋ねたい。

五 放射性物質に汚染された土壌等の使用について

１ 二本松市原セ地区の除去土壌の再生利用の実証事業を中 生活環境部長 中間貯蔵施設等

止するよう国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねた 対策室

い。

２ 田村市で建設が計画されている木質バイオマス発電所に 農林水産部長 林 業 振 興 課

おいて、本県産材の樹皮を使うことは中止すべきと思う

が、県の考えを尋ねたい。

六 国直轄除染について 生活環境部長 除 染 対 策 課

１ 大熊町における国発注の除染事業は適切に行われている

のか尋ねたい。

２ 国の除染事業における事業者への指導監督を強化するよ

う国に求めるべきと思うが、県の考えを尋ねたい。



１－３

要 旨 答 弁 者 担 当 課

七 暮らしと被災者支援について

１ 憲法第２５条に規定する生存権を保障するため、生活保 保健福祉部長 社 会 福 祉 課

護費の削減を行わないよう国に求めるべきと思うが、県の

考えを尋ねたい。

２ 今年３月で終了する楢葉町からの避難者への応急仮設住 避難地域復興局 生 活 拠 点 課

宅の供与期間を延長すべきと思うが、県の考えを尋ねた 長

い。

３ 平成３１年３月に供与が終了する応急仮設住宅につい 〃 〃

て、避難者の意向を尊重し供与期間を延長すべきと思う

が、県の考えを尋ねたい。

４ 復興公営住宅における収入超過者の家賃を独自に減免す 土 木 部 長 建 築 住 宅 課

べきと思うが、県の考えを尋ねたい。

５ 復興公営住宅における特別家賃低減事業の期間を延長す 〃 〃

べきと思うが、県の考えを尋ねたい。

６ 市町村が特別家賃低減事業の期間を延長できるよう支援 〃 〃

すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

７ 県は、デマンド型乗合タクシーなど地域の実情に応じた 生活環境部長 生 活 交 通 課

交通体系の確立のため財政措置をすべきと思うが、考えを

尋ねたい。

八 医療、福祉の充実について

１ 社会保障費の大幅削減をやめるよう国に求めるべきと思 保健福祉部長 保健福祉総務課

うが、県の考えを尋ねたい。

２ 医師不足の解消のため、県立医科大学医学部の定員 〃 医療人材対策室

１３０人を維持すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。



１－４

要 旨 答 弁 者 担 当 課

３ 医療現場等の実態を踏まえた看護職員需給計画を策定す 保健福祉部長 医療人材対策室

べきと思うが、県の考えを尋ねたい。

九 子どもの貧困対策について

１ 子どもの貧困対策について、こども未来局が予算を確保 こども未来局長 こども・青少年

し、部局横断による総合的な支援体制を強化すべきと思う 政策課

が、県の考えを尋ねたい。

２ 新設、既設を問わず、子ども食堂の運営に取り組む全て 〃 〃

の民間団体に財政支援を行うべきと思うが、県の考えを尋

ねたい。

３ 子どもの生活・学習支援事業を継続すべきと思うが、県 〃 児 童 家 庭 課

の考えを尋ねたい。

十 家庭教育について 教 育 長 教 育 庁

「家庭学習スタンダード」は画一的な教育の家庭への押し

付けにつながることから、活用すべきでないと思うが、県教

育委員会の考えを尋ねたい。

十一 教員の多忙化の解消について 〃 〃

１ 公立小中学校において教員の多忙化を解消するため、

正規教員を増やし、全学年で３０人学級を実現すべきと

思うが、県教育委員会の考えを尋ねたい。

２ 公立中学校の運動部活動における休養日や活動時間に

ついては、スポーツ庁が示すガイドラインを踏まえるべ

きと思うが、県教育委員会の考えを尋ねたい。



１－５

要 旨 答 弁 者 担 当 課

十二 特別支援教育の充実について 教 育 長 教 育 庁

県立特別支援学校の通学バスの運行に当たっては、添乗

員や介助員を配置し児童生徒の安全を確保すべきと思う

が、県教育委員会の考えを尋ねたい。

十三 県立高等学校改革について 〃 〃

県立高等学校の改革に当たっては、小規模校も存続させ

るべきと思うが、県教育委員会の考えを尋ねたい。

十四 福島ロボットテストフィールドの運営について 商工労働部長 ロボット産業推

進室

１ 福島ロボットテストフィールドの利用見込みについて

尋ねたい。

２ 福島ロボットテストフィールドの運営費が県民負担に

ならないよう国にも負担を求めるべきと思うが、県の考

えを尋ねたい。

十五 医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターにつ 〃 医療関連産業集

いて 積推進室

医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターの運

営費が県民負担とならないようにすべきと思うが、県の考

えを尋ねたい。

十六 再生可能エネルギーについて

１ 住民合意を踏まえた再生可能エネルギー事業を推進す 企画調整部長 エネルギー課

るため、県独自のルールが必要と思うが、県の考えを尋

ねたい。

２ 再生可能エネルギー事業への地元企業の参入をどのよ 〃 〃

うに推進していくのか、県の考えを尋ねたい。



１－６

要 旨 答 弁 者 担 当 課

３ 水素ステーションや燃料電池自動車への補助制度は見 企画調整部長 エネルギー課

直すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

４ 東北電力の系統接続問題にどのように対応していくの 〃 〃

か、県の考えを尋ねたい。

十七 農林水産業について

１ 原発事故からの本県農業の再生に向け、小規模な農業 農林水産部長 農 林 企 画 課

経営への支援を行うべきと思うが、県の考えを尋ねた

い。

２ 県は、ＴＰＰ１１及び日ＥＵ・ＥＰＡによる本県農林 〃 〃

水産業への影響額をどのように試算しているのか尋ねた

い。

３ 自家保有米も含め米の全量全袋検査を継続すべきと思 〃 水 田 畑 作 課

うが、県の考えを尋ねたい。

４ イノシシ管理計画を見直すべきと思うが、県の考えを 生活環境部長 自 然 保 護 課

尋ねたい。

十八 雇用、働き方改革について

１ 県は、政府が進める残業代ゼロや過労死ラインの長時 商工労働部長 雇 用 労 政 課

間労働を容認する働き方改革関連法案への反対の立場を

明確にすべきと思うが、考えを尋ねたい。

２ 県立医科大学及び会津大学において、雇用期間が通算 総 務 部 長 私学・法人課

５年となる有期雇用職員数及び平成３０年度に無期転換

申込みが見込まれる人数について尋ねたい。

３ 県は、無期転換ルールが県内の多くの有期契約労働者 商工労働部長 雇 用 労 政 課

に適用されるよう労働者及び企業に周知徹底すべきと思

うが、考えを尋ねたい。



１－７

要 旨 答 弁 者 担 当 課

４ 県は、外国人技能実習生を含めた県内労働者の労働環 商工労働部長 雇 用 労 政 課

境の改善に向け、どのように取り組んでいくのか尋ねた

い。

十九 小名浜港の整備について 土 木 部 長 港 湾 課

１ 石炭取扱量の増加を見込んだ小名浜港東港地区の整備

計画は見直すべきと思うが、県の考えを尋ねたい。

２ 小名浜港における労働者の安全確保のため、５・６号

ふ頭の照明や貨物車両用道路の整備が必要と思うが、県

の考えを尋ねたい。

二十 漁港の維持管理について 〃 〃

県は、安全な漁業活動のため、漁港の維持管理にどのよ

うに取り組んでいくのか尋ねたい。

二十一 警察行政について 警 察 本 部 長 警 察 本 部

県警察は、職員によるパワーハラスメントの根絶のた

め、どのように取り組んでいくのか尋ねたい。


